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W e e k l y！ I n v e s t m e n t  E n v i r o n m e n t

※国名の略称は次を用います。欧：ユーロ圏、独：ドイツ、英：イギリス

米国 日本 欧州

月 8/17

民主党全国大会（～20日）
8月NY連銀製造業景気指数
8月NAHB住宅市場指数
7月住宅着工件数

4-6月期GDP（1次速報）

火 8/18

水 8/19

FOMC議事録 7月貿易統計
6月機械受注

欧：6月経常収支
英：7月消費者物価指数
英：7月生産者物価指数

木 8/20

8月ﾌｨﾗﾃﾞﾙﾌｨｱ連銀製造業景
気指数
7月景気先行指数
ﾃﾞｲﾘｰ･ｻﾝﾌﾗﾝｼｽｺ連銀総裁講
演

独：7月生産者物価指数

金 8/21

8月マークイットPMI
7月中古住宅販売件数

7月消費者物価指数
8月マークイットPMI
7月ｽｰﾊﾟｰﾏｰｹｯﾄ売上高
7月全国百貨店売上高

欧：8月マークイットPMI
欧：8月消費者信頼感指数
独：8月マークイットPMI
英：7月小売売上高

土 8/22

日 8/23

来週のタイムテーブル

（出所）各種資料

1

来週の

注目点
民主党全国大会で大統領選挙が本格化
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（出所）各種資料

豪州・NZ・カナダ アジア新興国 その他新興国

月 8/17

比：6月海外送金
泰：4-6月期GDP

露：7月鉱工業生産

火 8/18

豪：金融政策会合の議事録
（8月4日開催分）

尼：4-6月期経常収支
尼：7月貿易収支

露：7月生産者物価指数

水 8/19

加：6月卸売売上高
加：7月消費者物価指数

尼：金融政策会合
比：7月国際収支

土：6月住宅価格指数

木 8/20

中：LPR公表
比：金融政策会合

土：金融政策会合
露：7月小売売上高
露：7月失業率

金 8/21

豪：8月マークイットPMI
加：6月小売売上高

馬：7月消費者物価指数 墨：6月小売売上高

土 8/22

日 8/23

※国名の略称は次を用います。NZ：ニュージーランド、豪：豪州、加：カナダ、中：中国、印:インド、

尼:インドネシア、星:シンガポール、泰:タイ、比:フィリピン、越:ベトナム、馬:マレーシア、土:トルコ、

露:ロシア、墨:メキシコ、伯:ブラジル、南ア：南アフリカ
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米国
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- 7月雇用統計は非農業部門雇用者数が前月

から176万人増加し、失業率は10.2%に低

下するなど、市場予想を上回る好結果で、

追加経済対策に係る両党の合意を促す契機

にはならず。トランプ大統領は雇用統計発

表翌日の8日に大統領令を発令し、7月末

で失効した失業保険の上乗せ給付を減額し

て継続することと、給与税の支払い、住宅

の立ち退き、学生ローンの返済を猶予する

ことを命じた。失業保険の上乗せ給付につ

いては、1カ月あまりで財源が枯渇すると

見られ、若干の時間を稼いだに過ぎない。

- 7月消費者物価指数は食品・エネルギーを

除くベースで前年同月比1.6%へ伸びが加

速したが、新型コロナウイルス問題で極端

に下落した費目の反動など、一過性の要因

も多い。8月第1週の新規失業保険申請件

数は96.3万件と3月以来の水準へ減少した。

- 長期金利は連日の上昇で0.7%を上回った。

経済指標の上振れや債券需給の悪化が要因

と考えられる。

経済 ･ 金 利 株式

今週の

振返り

米国：消費者物価指数 米国：10年国債利回り

（2019年8月13日～2020年8月13日）
（％）

（出所）ブルームバーグ

経済指標の上振れで長期金利が急上昇

（出所）リフィニティブ

（2010年1月～2020年7月）
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- 13日（木）までのS&P500の週間騰落率は

+0.66％と上昇。

- 米中双方が新たな制裁を発表し、米中関係

への懸念は高まったものの、株式市場全体

で見れば影響は限定的。

- 11日にモデルナが開発中の新型コロナウ

イルスワクチン1億回分の供給を行う契約

を米国政府と結んだと発表したことで、ワ

クチン期待の高まりにより12日は大きく

上昇した。

- 追加経済対策法案は今週目立った進展は見

られず。合意に至るとの株式市場の期待は

変わらないものの、不透明感は高まった。

- NAREIT指数（配当込み）は先週末から13

日（木）まで1.70％下落。新型コロナウ

イルスのワクチン開発への期待が高まり投

資家心理は改善したが、長期金利が大きく

上昇したことなどがREITの重荷となった。

R E I T
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米国
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経済 ･ 金 利 株式

米国：株価指数 米国：REIT

（2019年8月13日～2020年8月13日）（2019年8月13日～2020年8月13日）
（米ドル）

来週の

注目点

（出所）ブルームバーグ（出所）ブルームバーグ

- 民主党全国大会が17日（月）から20日

（木）まで開催され、バイデン前副大統領

が大統領選挙の候補者として正式に決定さ

れる。バイデン氏は副大統領候補に黒人女

性のハリス上院議員を選んでおり、マイノ

リティの集票が期待される。ハリス氏の政

治的立場もバイデン氏に近い中道と目され、

左派色の強い政策は回避される見通し。

- 7月28-29日に開催されたFOMCの議事録

が19日（水）に公表される。パウエル議

長はFOMC後の記者会見で、政策の枠組み

の見直しについて近い将来に考えをまとめ

ることを明らかにした。市場も半ば織り込

み済みと考えられるが、9月FOMCでは政

策の枠組みの見直しを終え、フォワード・

ガイダンスをインフレ率と紐付けて強化し、

資産購入の当面の方針をより明らかにする

と見込まれる。議事録では9月FOMCに向

けた議論の一端が垣間見られよう。

- 各種経済指標に注目。上振れが続けば、景

気への楽観論が強まりやすい。

民主党全国大会、FOMC議事録、経済指標
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- 米国企業の決算発表も一巡し、個別銘柄の

情報が乏しくなる。追加経済対策法案の協

議動向、新型コロナウイルスの感染動向及

びワクチンに関する報道などが株式市場に

影響を与え易い1週間になると予想する。

- 17日からは民主党全国大会が開催される。

大統領選挙の支持率動向を睨みながら、民

主党の大統領候補指名が確実視されている

バイデン氏の発言が株式市場に与える影響

は高まるとみる。発言内容に変化がないか

は随時確認していきたい。株式市場として

は経済対策、増税、クリーンエネルギー社

会に向けた政策がポイントと考える。

- 長期金利の動向に注目。今週の金利上昇は、

景気回復期待だけでなく、国債入札やアッ

プルの起債に関する報道も影響した模様。

後者の要因が剥落すれば、REITも景気回

復期待に沿った動きになると想定される。

R E I T
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経済 ･ 金 利 株式

今週の

振返り

日本：景気ウォッチャー調査 日本：10年国債利回り

（2019年8月13日～2020年8月13日）
（％）

（出所）ブルームバーグ

（2006年1月～2020年7月）

（出所）ブルームバーグ
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- 米国金利の上昇もあり、国内金利も幅広い

年限で小幅上昇。

- 経済統計では7月景気ウォッチャー調査や

7月工作機械受注等が発表。景気ウォッ

チャー調査は現状判断DIが前月比改善も先

行き判断DIは低下。国内の新型コロナウイ

ルス感染状況への懸念の声が見られた。

- 7月工作機械受注は前年同月比▲31.1％と

マイナス幅が小幅縮小。前月比でみても受

注金額は上昇も、上昇幅は小幅であり回復

に力強さはなかった。

- 13日（木）までのTOPIXの週間騰落率は

+5.00％と大幅上昇。

- 先週後半から今週初めに掛けて、米中双方

が両国の政府高官、議員等に対する制裁を

決定。動画投稿アプリTikTokの親会社が

米国事業を売却しなければ、 45日以内に

米国におけるTikTokの運営を禁止すると

した大統領令への署名もあったものの、株

式市場全体に警戒感は広がらず。

- 一方、7日発表の7月米国雇用統計におい

て非農業部門雇用者数が市場予想を上回る

増加となったことに加え、新型コロナウイ

ルスワクチンに対する複数の報道もあり、

リスクオンムードが醸成された。12日の

日経平均株価の終値は2万3,000円台に到

達した。

- 物色面では米国長期金利が0.60％台に上

昇したことを受け、11日、12日とバ

リュー株がグロース株をアウトパフォーム

したことが目立った。

ワクチン期待が株価を押し上げる

R E I T

- 東証REIT指数（配当なし） は先週末から

13日（木）まで1.07％上昇。

- 新型コロナウイルスのワクチン開発への期

待などを背景に、国内外の株式市場は上昇

が目立ったが、REITの上昇率は小幅にと

どまった。東証REIT指数は過去数カ月の

レンジ内での推移が続いている。
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経済 ･ 金 利 株式

日本：株価指数 日本：REIT

（2019年8月13日～2020年8月13日）
（円）

来週の

注目点

（出所）ブルームバーグ（出所）ブルームバーグ

（2019年8月13日～2020年8月13日）
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- 17日（月）に2020年4-6月期GDP（1次速

報）、19日（水）に7月貿易統計と6月機

械受注、21日（金）に8月マークイット

PMIの発表等が予定されている。

- 4-6月期GDPは国内の緊急事態宣言下の時

期に当たり大幅なマイナスが予想される。

サプライズになることはないと考えるが、

市場反応には一応注意したい。

- 但し、GDPよりは貿易統計やマークイット

PMIなどにおいて7月以降の回復感を確認

することの方が重要になろう。

- 国内企業の決算発表も一巡し、米国の追加

経済対策協議の動向、新型コロナウイルス

ワクチンに関する報道、国内における新型

コロナウイルスの感染動向、などが主な相

場材料になるとみる。

- 米国の追加経済対策は、先週の大統領令で

失業保険の上乗せ給付が延長されたことで、

協議が難航しても市場の警戒が来週突如高

まることはないと考える。

- 新型コロナウイルスワクチンは進展を期待

させる報道が続いたことで株式市場のセン

チメント改善に寄与した。しかし、ワクチ

ンの早期実用化への楽観度が高まり過ぎて

いるとの印象もあり、開発主体の情報発信

には注意したい。

- 国内では雇用調整助成金の特例措置期限の

動向に引き続き注目している。期限切れに

対する株式市場の警戒が低いうちに、延期

に向けた具体的な動きが出てくることを期

待したい。

材料に乏しい1週間と予想

- 7銘柄が決算を発表する。新型コロナウイ

ルス問題の影響や今後の見通しなどに注目。

- 21日（金）にFTSEは同社が算出する株式

指数の定期見直しについて発表する。今年

9月から同指数にJ-REITが新たに組入れら

れる予定になっており、その銘柄一覧が公

開される。

R E I T
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- 新型コロナウイルスの新規感染者数がスペ

イン、フランスで目立って増加しているが、

新規死亡者数は抑えられたままで、深刻度

は3、4月とは全く異なる。新規死亡者数

も増加してくるようであれば、部分的にせ

よ、経済活動が抑制される公算が大きい。

それでも、やがて感染抑制と経済活動のバ

ランスが取れた状態に落ち着こう。

- 英国の4-6月期実質GDPは市場予想にほぼ

合致し、前期比▲20.4%、年率換算で

▲59.6%もの急減に見舞われた。悪化の

度合いは、米国、ユーロ圏を遙かに上回る。

英国では新型コロナウイルスの感染抑制が

後手に回り、新規感染者数がなかなかピー

クアウトしなかったことが最大の要因と考

えられる。それでも月次では、4月の前月

比▲20.0%の後、5、6月はそれぞれ同

2.4%、8.7%の増加で、6月の実質GDPの

水準は4-6月期平均を大きく上回っている。

即ち、7-9月期の「成長の下駄」は高く、

緩やかにせよ経済活動の拡大が続きさえす

れば、計算上、7-9月期は高成長が想定さ

れる。7-9月期の高成長の見通しは英国だ

けでなくユーロ圏、米国も同様。

- 新型コロナウイルスの新規感染者数に注目。

一段と増加するようであれば、懸念が強ま

る。逆に、新規感染者数が減少に転じれば、

仮に新規死亡者数が増加しても、タイムラ

グを伴って新規死亡者数も減少すると見込

まれるため、さほど問題視されず。

- 経済指標では8月マークイットPMIに注目。

7月はユーロ圏、英国ともサービス業が急

上昇し、総合でそれぞれ54.9、57.0と、

50を大きく上回った。PMIは前月と比較し

た経済活動の変化の方向を尋ねたものであ

り、8月は回復の広がりの程度がやや弱

まっている可能性はあるが、50は有意に

上回ると見込む。

来週の注目点

今週の振り返り
英国：実質GDP

ドイツ：10年国債利回り

（2019年8月13日～2020年8月13日）

（出所）ブルームバーグ

（％）

（出所）リフィニティブ

（前期比、%） （2010年1-3月期～2020年4-6月期）
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新型コロナウイルスの新規感染者数が増加
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為替レートの推移

為替レートの週間変化率（対円）

（2020年8月7日～2020年8月13日）

（出所）ブルームバーグ

（％）

（2019年8月13日～2020年8月13日）

（出所）ブルームバーグ

（米ドル/ユーロ）（円/米ドル）

円安円高

欧米景気指標が為替を左右か

- トランプ米大統領は8日、失業給付上乗せ

延長や給与税猶予に関する大統領令を発令

したが、週初の為替は小動き。中国が香港

問題を巡る対抗措置で米共和党議員ら11

人に制裁と発表すると、円高に。米大統領

がキャピタルゲイン減税と中間層向け所得

減税を検討中とすると、円安に。市場予想

を超える英失業率低下がポンド高、8月独

ZEW景気期待指数上昇がユーロ高、7月米

生産者物価指数上昇が米ドル高や円安に作

用した。

- さらに7月米消費者物価コア指数が予想以

上に上昇し、米ドル円は107円に到達。米

追加経済対策を巡る協議でペロシ下院議長

が「複数の点で隔たりが極めて大きい」と

し、米ドル円は小反落したが、米新規失業

保険申請件数の予想以上の減少を受け再び

107円台に上昇。

- 今週は世界的な株高や金利上昇を背景に円

安が進んだが、そうなった主因は市場予想

以上に強い景気指標が多かったことにある。

来週も、8月マークイットPMIなど、米国

や欧州の景気指標が予想より強ければ、リ

スクオンの円安基調となりやすいだろう。

- 今週末にも米中が第1段階通商合意の履行

状況や米ドル・人民元レートについて話し

合うようだ。米国は中国に米農産物購入の

強化を要求し、中国は対応を図るとするだ

ろうから、米中対立を懸念したリスクオフ

の円高や米ドル高につながるとは考えにく

い。

- 米大統領令により失業給付上乗せが週400

米ドルに減額されたうえで延長されるなど

したが、連邦政府の災害予算は1カ月余り

で底をつく可能性がある。米政権・共和党

と民主党の協議再開が遅れると、次第にリ

スクオフの円高に働きやすくなるだろう。

来週の注目点

今週の振り返り
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豪州・カナダ

9

豪州：10年国債利回りと為替レート カナダ：10年国債利回りと為替レート

（2019年8月13日～2020年8月13日）（2019年8月13日～2020年8月13日）

（出所）ブルームバーグ（出所）ブルームバーグ

（％） （円/豪ドル） （％） （円/カナダ・ドル）
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カナダ
経済活動再開の動きが
反映された経済指標

ビクトリア州における新型
コロナウイルスの感染状況

豪州

- 8月6日にトランプ大統領がカナダから輸

入するアルミニウムに再び追加関税を課す

と表明し、翌7日にカナダが報復措置とし

て米国から輸入するアルミニウムにも追加

関税を課すと発表したが、その後は両者の

関係悪化を示唆する報道は見かけられない。

- 先週末に発表された7月雇用統計に続き、

今週11日に発表された7月住宅着工件数も

市場予想を上回る結果を示し、カナダ経済

の回復が順調に進んでいるとの見方が広

がった。加えて、原油価格の上昇もあり、

カナダ・ドルは円や米ドルに対して上昇。

- 米長期金利に連れてカナダの長期金利も上

昇し、今年6月以来の0.6％台に浮上。

来週の注目点

今週の振り返り

- 12日発表の8月ウエストパック消費者信頼

感指数は79.5と7月の87.9から急低下。感

染第2波が発生したビクトリア州だけでな

く、ニューサウスウェールズ州やクイーン

ズランド州も悪化し、影響が波及している。

- 13日発表の7月雇用統計では、雇用者数が

前月から11.5万人増加し、市場予想の3.0

万人増を上回った。ただし、8月は小幅な

増加にとどまるか減少に転じる可能性が高

く、発表後の豪ドル高は一時的だった。

- ビクトリア州における新型コロナウイルス

の新規感染者数は頭打ち感が出てきた。

- 新型コロナウイルスの新規感染者数が明確

な減少傾向となるか注目したい。

- 18日（火）に金融政策会合の議事録が公

表される。RBAは国債の購入を再開する理

由を声明文では「3年国債利回りが過去数

週間にわたって0.25％をわずかに上回っ

ていること」と説明していたが、議事録で

より詳細な基準が示されるか確認したい。

来週の注目点

今週の振り返り

- 19日（水）に6月卸売売上高、7月消費者

物価指数、21日（金）に6月小売売上高が

発表される。いずれも経済活動の段階的な

再開による需要の回復を反映した結果にな

ることが期待される。また、米長期金利の

変動がカナダの長期金利にも影響を与える

可能性が高く、その動向も注目したい。
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- 株式市場は、中国政府が米議員らへの経済

制裁を発表したことが嫌気され、下落。

- 7月の新規社会融資総量は、市場予想を下

回ったものの、ストックでみた総与信の前

年同月比伸び率は12.9%へ加速。金融政

策正常化のペースが緩慢なものに止まり、

安心感をもたらす。

- 7月の主要経済指標は、総じて、経済の

「V字」回復への期待を強める内容と考え

る。固定資産投資が単月で前年同月比

5.6%から同8.3%（試算値）へ加速し、

自動車生産も同21.8%へ加速するなど、

引き続き、生産・投資が景気回復をけん引

する構図が確認された。

- 今週の15日（土）に、米中両政府が第１

段階通商合意の履行状況に関して協議する

と観測され、その結果次第で株式市場が上

下に振れやすい。現段階では、中国の大豆

輸入加速の観測や米政府高官のポジティブ

な発言を受け、米中摩擦の先鋭化の懸念を

やや後退させると予想。

来週の注目点

今週の振り返り

- 株式市場は、海外のリスク選好の流れを好

感し、割高感の強いマレーシアを除き、多

くの国で上昇。特に、首都圏などでの外

出・移動制限措置の解除期待を受け、フィ

リピンの上昇幅が大きい。

- インドでは、7月の消費者物価指数が発表

され、中銀目標レンジ2-6%を上回る前年

同月比6.9%へ加速した。新型コロナウイ

ルスの感染拡大が止まらない中で、物価上

昇の悪影響も直撃し、移動制限が解除され

ても、景気回復が緩慢になる可能性が強

まった。次回の10月の金融政策会合にお

いても、政策金利が据え置かれる可能性が

高く、スタグフレーションへの懸念の台頭

に注意が必要。

インド、ASEAN

今週の振り返り

アジア新興国

- 19日（水）に、インドネシアの金融政策

決定会合が行われる予定。前回の声明文で

は、利下げに前向きな文言が削除され、政

策金利の据え置きを見込む。6月中旬以降

の通貨減価の傾向に対して、何らかの支援

策を打ち出すかにも注目。

来週の注目点

10

米中協議に注目中国

中国：株価指数 インドネシア・ベトナム：株価指数

（2019年8月13日～2020年8月13日）（2019年8月13日～2020年8月13日）

（出所）ブルームバーグ（出所）ブルームバーグ

インドネシアの金融
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ブラジル・トルコ

11

ブラジル：10年国債利回りと為替レート トルコ：10年国債利回りと為替レート

（2019年8月13日～2020年8月13日）（2019年8月13日～2020年8月13日）
（％） （円/レアル） （％） （円/リラ）

（出所）ブルームバーグ（出所）ブルームバーグ
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リスクオン相場は続くか
ブラ
ジル

トルコ 金融政策会合と為替市場

- 新型コロナウイルスのワクチン開発への期

待が高まり、ブラジル・レアルは円や米ド

ルに対して上昇した。

- ゲジス経済相の下で経済政策を担う主要メ

ンバーが相次いで辞任していると報じられ、

経済改革の行方に不透明感が高まったこと

が株価下落・金利上昇につながった。また、

米長期金利の上昇も、ブラジルの金利上昇

に寄与したと考えられる。

- 12日発表の6月小売売上高は前年同月比

+0.5％と市場予想の▲2.8％を上回った。

4-6月期の経済の収縮が市場の想定よりも

小さかったことを示唆する。もっとも、6

月小売売上高が前年同月比でプラスに浮上

したのは、ペントアップ・ディマンド（繰

越需要）の影響が大きいと考えられ、今後

の更なる加速は想定しがたい。

- 重要な経済指標の発表はない。世界的なリ

スクオン相場が続けば、レアルは堅調に推

移し、金利上昇にも歯止めがかかる期待が

高まる。

来週の注目点

今週の振り返り

- トルコ・リラは、対米ドルで下落したが、

円も弱かったため対円ではほぼ横ばい。

- 8月7日にトルコ中銀は、プライマリー

ディーラーに対する公開市場操作での流動

性供給枠を10日から半減させると発表し、

短期金利が上昇。翌日物TRLIBORは政策

金利である1週間物レポ金利（8.25％）よ

り翌日物貸出金利（9.75％）に近い水準

に上昇しており、実質的には1.50％ポイ

ントの利上げだと解釈できる。しかし、リ

ラ売り圧力は収まっていない。為替市場は、

当局が何らかの形で介入し、リラを買い支

えていることがうかがえる値動きになって

いる。今週は金価格が大幅に下落しており、

トルコ中銀が保有する金を売却し、リラの

買い支えに動いた可能性も考えられる。

今週の振り返り

- 20日（木）に金融政策会合の結果が発表

される。通貨防衛のためには大幅な利上げ

が必要だが、10日にはエルドアン大統領

が改めて利下げを求める発言をしており、

政府の意向を考えれば利上げは困難な情勢。

来週の注目点
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付録 データ集｜直近値・期間別変化幅/率

※直近値と期間別変化幅/率は現地通貨ベース
※NYダウの単位は（米ドル）、日経平均株価の単位は（円）、WTI原油先物価格の単位は（米ドル/バレル）、

COMEX金先物価格の単位は（米ドル/トロイオンス）
※NAREIT指数は配当込み、東証REIT指数は配当なし

（出所）ブルームバーグ

直近値 期間別変化幅 直近値 期間別変化幅

政策金利 8/13 1カ月 1年 3年 10年国債利回り 8/13 1カ月 1年 3年

米国 FFレート（上限） 0.25% 0.00 -2.00 -1.00 米国 0.72% 0.10 -0.98 -1.47

ユーロ圏 中銀預金金利 -0.50% 0.00 -0.10 -0.10 ドイツ -0.41% 0.01 0.20 -0.79

日本 一部当座預金への適用金利 -0.10% 0.00 0.00 0.00 日本 0.04% -0.01 0.27 -0.03

カナダ 翌日物金利 0.25% 0.00 -1.50 -0.50 カナダ 0.64% 0.10 -0.60 -1.21

豪州 キャッシュ・レート 0.25% 0.00 -0.75 -1.25 豪州 0.89% -0.01 -0.05 -1.70

中国 1年物MLF金利 2.95% 0.00 -0.35 -0.25 中国 2.96% -0.10 -0.05 -0.68

ブラジル セリック・レート 2.00% -0.25 -4.00 -7.25 ブラジル 7.78% 0.72 0.40 -3.57

英国 バンク・レート 0.10% 0.00 -0.65 -0.15 英国 0.24% 0.06 -0.25 -0.82

インド レポ金利 4.00% 0.00 -1.40 -2.00 インド 5.87% 0.08 -0.66 -0.64

インドネシア 7日物借入金利 4.00% -0.25 -1.75 -0.75 インドネシア 6.78% -0.30 -0.76 -0.12

メキシコ 銀行間翌日物金利 4.50% -0.50 -3.75 -2.50 メキシコ 5.77% 0.11 -1.45 -1.08

ロシア 1週間物入札レポ金利 4.25% -0.25 -3.00 -4.75 ロシア 6.10% 0.17 -1.29 -1.70

トルコ 1週間物レポ金利 8.25% 0.00 -11.50 0.25 トルコ 13.97% 2.52 -0.63 3.33

直近値 期間別変化率 直近値 期間別変化率

株価指数 8/13 1カ月 1年 3年 為替（対円） 8/13 1カ月 1年 3年

米国 NYダウ 27,897 6.9% 6.2% 27.6% 米ドル 106.93 -0.3% 0.2% -2.1%

S&P500 3,373 6.9% 15.3% 38.2% ユーロ 126.32 3.8% 5.9% -2.1%

ユーロ圏 STOXX 50 3,343 -0.2% -0.4% -1.9% カナダ・ドル 80.86 2.6% 0.2% -6.1%

日本 日経平均株価 23,250 2.0% 13.7% 17.8% 豪ドル 76.44 2.7% 5.3% -11.3%

TOPIX 1,624 3.3% 9.3% 0.4% 人民元 15.39 0.5% 1.2% -5.8%

中国 MSCI中国 95.87 -2.3% 31.3% 23.1% ブラジル・レアル 19.91 0.3% -26.0% -41.8%

インド MSCIインド 1,333 5.9% 7.2% 16.1% 英ポンド 139.73 3.7% 8.6% -1.7%

インドネシア MSCIインドネシア 6,019 4.5% -14.4% -11.6% インド・ルピー 1.43 0.1% -4.4% -16.1%

ベトナム ベトナムVN指数 855 -1.6% -11.6% 10.7% インドネシア･ルピア 0.72 -2.8% -3.7% -11.8%

フィリピン・ペソ 2.18 0.9% 8.6% 2.2%

直近値 期間別変化率 ベトナム・ドン 0.46 -0.4% 0.3% -4.0%

リート 8/13 1カ月 1年 3年 メキシコ・ペソ 4.82 2.3% -12.4% -21.3%

米国 NAREIT指数 17,032 6.1% -12.3% 5.5% ロシア・ルーブル 1.47 -2.9% -10.8% -19.6%

日本 東証REIT指数 1,689 1.1% -17.1% 0.2% トルコ・リラ 14.55 -7.0% -24.1% -52.9%

直近値 期間別変化率

商品 8/13 1カ月 1年 3年

原油 WTI原油先物価格 42.24 5.3% -26.0% -13.5%

金 COMEX金先物価格 1,957 7.9% 30.3% 52.0%
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付録 データ集｜為替レート（対円・対米ドル）

13

※グラフの期間は当資料発行日の前日を基準に過去1年間
※インドネシア・ルピアの対円レートは100倍表示、対米ドルレートは100分の1倍表示

（出所）ブルームバーグ

 英ポンド ↑ポンド高　　↓ポンド安　  カナダ・ドル ↑カナダ・ドル高　　↓カナダ・ドル安　

（円/ポンド） （米ドル/ポンド） （円/カナダ・ドル） （カナダ・ドル/米ドル）

 豪ドル ↑豪ドル高　　↓豪ドル安　  NZドル ↑NZドル高　　↓NZドル安　

（円/豪ドル） （米ドル/豪ドル） （円/NZドル） （米ドル/NZドル）

 中国人民元 ↑人民元高　　↓人民元安　  インド・ルピー ↑ルピー高　　↓ルピー安　

（円/人民元） （人民元/米ドル） （円/ルピー） （ルピー/米ドル）

 インドネシア・ルピア ↑ルピア高　　↓ルピア安　  フィリピン・ペソ ↑ペソ高　　↓ペソ安　

（円/ルピア） （ルピア/米ドル） （円/ペソ） （ペソ/米ドル）
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W e e k l y！ I n v e s t m e n t  E n v i r o n m e n t

付録 データ集｜為替レート（対円・対米ドル）
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※グラフの期間は当資料発行日の前日を基準に過去1年間
※コロンビア・ペソとチリ・ペソの対円レートは100倍表示、対米ドルレートは100分の1倍表示

（出所）ブルームバーグ

 ブラジル・レアル ↑レアル高　　↓レアル安　  メキシコ・ペソ ↑ペソ高　　↓ペソ安　

（円/レアル） （レアル/米ドル） （円/ペソ） （ペソ/米ドル）

 コロンビア・ペソ ↑ペソ高　　↓ペソ安　  チリ・ペソ ↑ペソ高　　↓ペソ安　

（円/ペソ） （ペソ/米ドル） （円/ペソ） （ペソ/米ドル）

 南アフリカ・ランド ↑ランド高　　↓ランド安　  ロシア・ルーブル ↑ルーブル高　　↓ルーブル安　

（円/ランド） （ランド/米ドル） （円/ルーブル） （ルーブル/米ドル）

 トルコ・リラ ↑リラ高　　↓リラ安　  ルーマニア・レイ ↑レイ高　　↓レイ安　

（円/リラ） （リラ/米ドル） （円/レイ） （レイ/米ドル）
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